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全
国
中
小
企
業
団
体
中
央
会
（
以
下

「
全
国
中
央
会
」）
で
は
、
昨
年
度
、
都

道
府
県
中
小
企
業
団
体
中
央
会
（
以
下

「
都
道
府
県
中
央
会
」）
と
協
力
し
て
、

事
業
協
同
組
合
・
商
工
組
合
に
関
す
る

実
態
調
査
を
行
っ
た
。

　

平
成
28
年
度
は
、
前
年
度
の
実
態
調

査
か
ら
み
え
て
き
た
諸
課
題
を
踏
ま
え
、

①
組
合
員
数
が
増
加
傾
向
に
あ
る
組
合
、

②
共
同
事
業
取
扱
高
が
増
加
傾
向
に
あ

る
組
合
、
③
比
較
的
設
立
が
新
し
い
組

合
等
を
調
査
対
象
と
し
て
選
定
す
る
と

と
も
に
、
新
た
に
組
合
員
企
業
も
調
査

対
象
と
し
て
加
え
て
書
面
調
査
と
実
態

調
査
を
行
い
、
さ
ら
な
る
実
態
把
握
に

努
め
て
き
た
。

　

本
稿
で
は
、
平
成
28
年
度
中
小
企
業

組
合
及
び
組
合
員
企
業
に
係
わ
る
実
態

調
査
の
集
計
デ
ー
タ
を
と
り
ま
と
め
た

の
で
、
そ
の
概
要
を
報
告
し
た
い
。

　

本
調
査
は
、
昨
年
度
、
都
道
府
県
中

央
会
よ
り
調
査
先
を
抽
出
し
、
調
査
協

力
い
た
だ
い
た
組
合
の
中
か
ら
、
前
記

該
当
組
合
を
選
定
し
、
全
国
中
央
会
よ

り
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
票
を
郵
送
し
た
も

の
で
あ
る
（
組
合
員
企
業
に
対
す
る
調

査
は
、
組
合
経
由
で
送
付
）。
調
査
対

象
数
は
、
１
，
０
４
１
組
合
（
事
業
協

同
組
合
は
６
９
６
組
合
、
商
工
組
合

は
３
４
５
組
合
）、
回
収
数
は
７
６
１

組
合
（
回
収
率
：
73
・
１
％
。
事
業
協

同
組
合
は
５
１
２
組
合
、
商
工
組
合
は

２
４
９
組
合
）。

　

ま
た
、
組
合
員
企
業
か
ら
の
回
収
数

は
２
，
０
３
４
企
業
。

　

調
査
時
点
は
、
平
成
28
年
８
月
１
日

と
し
、
回
収
期
間
は
平
成
28
年
８
月
12

日
〜
10
月
11
日
と
し
た
。

　

な
お
、
誌
面
の
都
合
か
ら
、
事
業
協

同
組
合
及
び
商
工
組
合
の
合
計
し
た

デ
ー
タ
で
解
説
す
る
。

（
１
） 

最
近
３
年
間
の
組
合
員
の
増
減

　

最
近
３
年
間
の
組
合
員
の
増
減
（
全

体
）
を
み
て
み
る
と
、「
減
少
傾
向
に
あ

る
」（
48
・
６
％
）
が
最
も
多
く
、「
あ

ま
り
変
化
は
な
い
」（
39
・
９
％
）、「
増

加
傾
向
に
あ
る
」（
11
・
２
％
）
の
順

と
な
っ
て
い
る
。（
図

－

１
）

（
２
） 

組
合
員
の
増
加
理
由

　

最
近
３
年
間
の
組
合
員
数
が
増
加
傾

向
に
あ
る
理
由
（
全
体
）
を
み
て
み
る

と
、「
勧
誘
・
周
知
の
強
化
」（
43
・
５
％
）

が
最
も
多
く
、
次
い
で
「
そ
の
他
（
信

用
力
の
向
上
、
加
入
金
の
見
直
し
等
）」

（
28
・
２
％
）、「
組
合
間
連
携
の
強
化
」・

「
組
合
員
資
格
拡
大
」（
17
・
６
％
）、「
地

区
拡
大
」（
15
・
３
％
）、「
新
規
事
業
の

実
施
」（
14
・
１
％
）
の
順
と
な
っ
て

い
る
。（
図

－

２
）

（
３
） 

最
近
３
年
間
の
共
同
事
業
全
体
で

取
扱
高
が「
増
加
し
て
い
る
」
事
業

　

共
同
事
業
全
体
の
取
扱
高
が
「
増
加

し
て
い
る
」
事
業
（
全
体
）
を
み
て
み

る
と
、「
増
加
し
た
事
業
は
な
い
」（
41
・

９
％
）
が
最
も
多
く
、
次
い
で
「
情
報

の
収
集
及
び
提
供
」（
13
・
５
％
）、「
共

平成28年度平成28年度
事業協同組合・商工組合実態調査結果事業協同組合・商工組合実態調査結果

無回答 0.3％

減少傾向にある
48.6％ あまり変化はない

39.9％

増加傾向
にある
11.2％

（図－１）

（図－２）

0 10 20 30 40

無回答

その他

地区拡大

勧誘・周知の強化

組合員資格拡大

組合間連携の強化

既存事業の見直し

新規事業の実施

2.4

28.2

15.3

43.5

17.6

17.6

10.6

14.1

１

は
じ
め
に

２

調
査
の
概
要

３

書
面
に
よ
る
組
合
調
査
結
果

全国中小企業団体中央会
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（
７
） 

組
合
事
業
や
運
営
に
対
す
る
組

合
員
か
ら
の
声

　

組
合
事
業
や
運
営
に
対
す
る
組
合
員

か
ら
の
声
（
全
体
）
を
み
て
み
る
と
、

「
あ
ま
り
上
が
っ
て
こ
な
い
」（
35
・

０
％
）が
最
も
多
く
、次
い
で
「
上
が
っ

て
き
て
い
る
」（
34
・
３
％
）、「
ど
ち
ら

と
も
い
え
な
い
」（
23
・
７
％
）
の
順

と
な
っ
て
い
る
。（
図

－

７
）

（
８
） 

組
合
員
か
ら
の
意
見
・
要
望
に

よ
る
組
合
事
業
の
見
直
し

　

組
合
員
か
ら
の
意
見
・
要
望
に
よ
る

組
合
事
業
の
見
直
し
（
全
体
）
を
み

て
み
る
と
、「
ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い
」

（
41
・
３
％
）、
次
い
で
「
で
き
て
い
る
」

（
38
・
０
％
）
と
な
っ
て
い
る
。（
図
―

８
）

（
６
） 

共
同
事
業
取
扱
高
増
加
に
向
け

た
取
組
み

　

共
同
事
業
取
扱
高
増
加
に
向
け
た

取
組
み
（
全
体
）
を
み
て
み
る
と
、

「
実
施
事
業
の
定
期
的
な
見
直
し
・
改

善
」（
30
・
０
％
）
が
最
も
多
く
、
次

い
で
「
取
り
組
ん
で
い
る
こ
と
は
な

い
」（
21
・
７
％
）、「
外
部
に
向
け
た
組

合
事
業
の
積
極
的
な
実
施
（
広
報
・
勧

誘
活
動
等
）」（
21
・
４
％
）、「
技
術
・

市
場
等
の
情
報
交
換
・
交
流
・
提
携
」

（
15
・
２
％
）、「
役
員
に
よ
る
リ
ー
ダ
ー

シ
ッ
プ
」（
14
・
１
％
）
の
順
と
な
っ

て
い
る
。（
図

－

６
）

同
購
買
・
仕
入
」（
12
・
５
％
）、「
従
業

員
の
教
育
・
訓
練
」（
９
・
７
％
）、「
共

同
受
注
（
あ
っ
せ
ん
含
む
）」（
８
・
４
％
）

の
順
と
な
っ
て
い
る
。（
図

－

３
）

（
４
） 

最
近
３
年
間
の
共
同
事
業
全
体

で
取
扱
高
が
増
加
し
た
理
由

　

最
近
３
年
間
の
共
同
事
業
全
体
で
取

扱
高
が
増
加
し
た
理
由
（
全
体
）
を
み

て
み
る
と
、「
そ
の
他
（
営
業
努
力
、
共

同
受
注
事
業
の
増
加
、
販
路
拡
大
等
）」

（
34
・
７
％
）が
最
も
多
く
、次
い
で
「
環

境
変
化
で
有
利
性
が
増
大
し
た
」（
18
・

８
％
）、「
共
同
事
業
の
取
扱
商
品
（
品

目
）
を
増
や
し
た
」（
15
・
４
％
）、「
組

合
員
数
が
増
大
し
た
」（
14
・
３
％
）
の

順
と
な
っ
て
い
る
。（
図
―
４
）

（
５
） 
共
同
事
業
の
現
状
評
価

　

共
同
事
業
の
現
状
を
ど
の
よ
う
に
評

価
し
て
い
る
か
（
全
体
）
を
み
て
み
る

と
、「
ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い
」（
41
・

３
％
）
が
最
も
多
く
、
次
い
で
「
う
ま

く
い
っ
て
い
る
」（
40
・
３
％
）
と
な
っ

て
い
る
。（
図

－

５
）

（図－３）

（図－４）

（図―６）

（図－７）

（図－５）

0 10 20 30 40 50

　無回答

その他

組合員・従業員の福利厚生

施設・整備の設置・利用

従業員の教育・訓練

情報の収集及び提供

市場調査・販路開拓

共同販売

共同保管・運送

機械設備等リース・レンタル

組合員事業に関する共同計算
共同生産 · 共同加工

共同購買・仕入

仕入代金の代行払精算

共同受注（あっせん含む）

取引先等の団体協約の締結

組合員事業に関する調査研究

組合員事務の代行

事業資金の貸付

製品 · 技術等の研究開発

増加した事業はない

2.0
1.6
0.5

12.5
1.4
2.1
4.2

8.4
2.8
1.4

13.5
3.2

9.7
3.4
3.7

1.2
5.1

1.6

11.2
41.9

8.3

0 10 20 30 40

　無回答

増加はしていない

その他

共同事業の取扱商品（品目）を絞った

共同事業の手数料を引き下げた

共同施設の更新・増強を行った

共同事業の取扱商品（品目）を増やした

環境変化で有利性が増大した

組合員数が増大した

9.5

34.7

1.1

2.0

6.4

15.4

14.3

18.8

8.7

0 10 20 30 40

無回答

取り組んでいることはない

その他

地区の拡大

世代交代

役員によるリーダーシップ

要望活動・共同申入れ・団体協約等交渉力の強化

技術・市場等の情報交換・交流・提携

外部に向けた組合事業の積極的な実施（広報・勧誘活動等）

組合員ニーズの定期的な把握

事務局の強化（新たな人材の活用等）

新たな実施体制の構築

実施事業の定期的な見直し・改善

5.0

21.7

9.7

3.3

14.1

6.8

15.2

21.4

9.7

6.3

30.0

8.7

8.9

無回答 0.5％
その他 0.7％

全く上がってこない
4.5％

あまり
上がってこない

35.0％

十分上がってきている
1.4％

上がってきている
34.3％

どちらともいえない
23.7％

無回答 6.0％

うまくいっていない
7.8％

全くうまくいっていない
2.0％

どちらともいえない
41.3％

とてもうまくいっている
2.6％

うまくいっている
40.3％
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（
９
） 

事
業
面
・
運
営
面
に
お
け
る
障

害
・
問
題
点

　

組
合
の
事
業
面
・
運
営
面
に
お
け
る

障
害
・
問
題
点
（
全
体
）
を
み
て
み
る

と
、「
組
合
員
の
業
況
不
振
」（
41
・
０
％
）

が
最
も
多
く
、
次
い
で
「
組
合
員
数
の
減

少
」（
40
・
３
％
）、「
組
合
員
の
協
調
性
・

参
加
意
識
の
不
足
」（
33
・
２
％
）、「
共
同

事
業
の
有
利
性
が
低
下
し
た
」・「
組
合
員

間
の
規
模
・
地
域
格
差
拡
大
」（
19
・
３
％
）

の
順
と
な
っ
て
い
る
。（
図

－

９
）

（
10
） 

組
合
員
間
の
協
調
性
・
組
合
事

業
の
参
加
意
識
の
醸
成
に
向
け

た
取
組
み

　

組
合
員
間
の
協
調
性
・
組
合
事
業

の
参
加
意
識
の
醸
成
に
向
け
た
取
組

み
（
全
体
）
を
み
て
み
る
と
、「
情
報
発

信
・
提
供
の
強
化
」（
54
・
７
％
）
が

最
も
多
く
、次
い
で
「
研
修
会
の
実
施
」

（
40
・
９
％
）、「
委
員
会
・
部
会
等
の
定

期
開
催
」（
38
・
１
％
）
の
順
と
な
っ

て
い
る
。（
図

－

10
）

（
11
） 

共
同
事
業
の
企
画
を
主
導
し
て

い
る
機
関

　

共
同
事
業
の
企
画
を
主
導
し
て
い
る

機
関
（
全
体
）
を
み
て
み
る
と
、「
理
事

会
」（
49
・
９
％
）
が
最
も
多
く
、
次

い
で
「
委
員
会
・
部
会
」（
19
・
７
％
）、

「
事
務
局
」（
16
・
２
％
）
の
順
と
な
っ

て
い
る
。（
図

－
11
）

（
12
） 

共
同
事
業
全
体
の
利
用
状
況

　

共
同
事
業
全
体
の
利
用
状
況
（
全
体
）

を
み
て
み
る
と
、「
組
合
員
（
会
員
）
が

幅
広
く
利
用
し
て
い
る
」（
29
・
８
％
）

が
最
も
多
く
、
次
い
で
「
一
部
の
組
合

員
が
利
用
し
て
い
る
」（
23
・
４
％
）、

「
全
組
合
員
（
会
員
）
が
利
用
し
て
い

る
」（
17
・
０
％
）
の
順
と
な
っ
て
い
る
。

（
図

－

12
）

（
13
）
最
近
３
年
間
の
組
合
加
入
者
数

　

最
近
３
年
間
の
組
合
加
入
者
数
（
全

体
）
を
み
て
み
る
と
、「
０
人
」（
33
・

２
％
）
が
最
も
多
く
、
次
い
で
「
１

〜
２
人
」（
19
・
２
％
）、「
３
〜
５
人
」

（
14
・
７
％
）
の
順
と
な
っ
て
い
る
。

（
図

－

13
）

（
14
）
最
近
３
年
間
の
脱
退
組
合
員
数

　

最
近
３
年
間
の
脱
退
組
合
員
数
（
全

体
）
を
み
て
み
る
と
、「
０
人
」（
25
・

５
％
）
が
最
も
多
く
、
次
い
で
「
31

人
以
上
」（
15
・
１
％
）、「
３
〜
５
人
」

（
14
・
６
％
）、「
１
〜
２
人
」（
14
・

５
％
）、「
６
〜
10
人
」（
10
・
６
％
）
の

順
と
な
っ
て
い
る
。（
図

－

14
）

（図－８）（図－９）

（図－10）

（図－12） （図－11）

（図－13）

その他 2.2％ 無回答 1.6％

あまり
できていない

13.3％

全くできていない
1.7％

どちらともいえない
41.3％

十分できている
2.0％

できている
38.0％

0 10 20 30 40 50

　無回答

その他

意思決定が迅速に行えない

事務局の弱体化

執行部の指導力不足

組合員数の減少

組合員の業態全体の変化

組合員の業況不振

組合員の世代交代の遅れ

組合員間の規模・地域格差拡大

組合員の協調性・参加意識の不足

共同事業の競争相手が出現し利用が減少した

企業単独取引する方が有利という組合員が増加した

多角化等で組合員の事業内容が変化し利用が減少した

共同施設・設備が老朽化・陳腐化した

共同事業の有利性が低下した

組合員の取扱商品が変わり利用が減少した

5.3

10.1

3.8

5.5

4.9

40.3

12.2

41.0

15.1

19.3

33.2

3.9

3.2

19.3

8.1

9.2

9.3

0 10 20 30 40 50 60

無回答

特にない

その他

福利厚生事業の強化

役割分担の明確化

研修会の実施

SNSの活用や組合員間交流
によるコミュニケーション強化

情報発信・提供の強化

委員会・部会等の定期開催

1.1

12.1

3.5

10.9

40.9

54.7

38.1

16.2

8.8

無回答
12.0％

その他
4.1％

一部の組合員が
利用している

23.4％

約半数の組合員が
利用している

13.8％

組合員（会員）が
幅広く利用している

29.8％

全組合員
（会員）が
利用している

17.0％

0 10 20 30 40 50 60

　無回答

その他

外部機関（大学・研究機関等）

有志組合員

青年部・若手組合員

事務局

理事長

担当理事

理事会

委員会・部会

3.5

1.8

0.1

0.8

1.1

4.6

2.2

49.9

19.7

16.2

0 10 20 30 40

無回答

31人以上

21～30人

11～20人

6 ～10人

3 ～ 5 人

1 ～ 2 人

0 人

5.0

3.0

7.0

14.7

33.2

8.3

9.6

19.2
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（
15
） 

生
産
性
向
上
、
取
引
力
強
化
を

行
う
上
で
、
重
点
的
に
実
施
し

た
い
事
業

　

生
産
性
向
上
、
取
引
力
強
化
を
行

う
上
で
、
重
点
的
に
実
施
し
た
い
事

業
（
全
体
）
を
み
て
み
る
と
、「
情
報
の

収
集
及
び
提
供
」（
52
・
７
％
）
が
最

も
多
く
、
次
い
で
「
従
業
員
の
教
育
・

訓
練
」（
30
・
２
％
）、「
共
同
購
買
・
仕

入
」（
23
・
８
％
）、「
組
合
員
・
従
業
員

の
福
利
厚
生
」（
18
・
９
％
）、「
共
同
受

注
（
あ
っ
せ
ん
含
む
）」（
18
・
４
％
）、

「
市
場
調
査
・
販
路
開
拓
」（
16
・
０
％
）

の
順
と
な
っ
て
い
る
。（
図

－

15
）

（
16
） 組
合
設
立
時
に
お
け
る
事
務
負
担

　

組
合
設
立
時
に
お
け
る
事
務
負
担

（
全
体
）
を
み
て
み
る
と
、「
昔
の
こ
と

な
の
で
よ
く
わ
か
ら
な
い
」（
61
・
２
％
）

が
最
も
多
く
、
次
い
で
「
定
款
な
ど
組

織
の
運
営
規
程
の
作
成
」（
16
・
３
％
）、

「
組
合
員
の
募
集
や
確
保
」（
16
・
０
％
）

の
順
と
な
っ
て
い
る
。（
図

－

16
）

（
17
） 組
合
員
の
世
代
交
代
に
伴
う
組
合

に
対
す
る
意
見
の
反
映
や
工
夫

　

組
合
員
の
世
代
交
代
に
伴
う
組
合

に
対
す
る
意
見
の
反
映
や
工
夫
（
全

体
）
を
み
て
み
る
と
、「
組
合
員
間
の

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
場
の
強
化
」

（
49
・
７
％
）
が
最
も
多
く
、
次
い
で

「
後
継
者
（
青
年
部
）
研
修
会
の
充
実
」

（
31
・
０
％
）、「
特
に
な
い
」（
26
・
５
％
）

の
順
と
な
っ
て
い
る
。（
図

－

17
）

（
18
）
組
合
へ
の
加
入
促
進
活
動

　

組
合
へ
の
加
入
促
進
活
動
（
全
体
）

を
み
て
み
る
と
、「
ど
ち
ら
と
も
い
え
な

い
」（
34
・
０
％
）
が
最
も
多
く
、
次

い
で
「
消
極
的
で
あ
る
」（
30
・
７
％
）

と
な
っ
て
い
る
。（
図

－

18
）

（
19
） 

組
合
員
を
増
や
す
た
め
の
周
知

方
法
及
び
取
組
み
内
容

　

組
合
員
を
増
や
す
た
め
の
周
知
方
法

及
び
取
組
み
内
容
（
全
体
）
を
み
て
み

る
と
、「
特
に
行
っ
て
い
な
い
」（
55
・
５
％
）

が
最
も
多
く
、
次
い
で
「
組
合
役
員
が

積
極
的
に
勧
誘
し
て
い
る
」（
16
・
８
％
）、

「
組
合
員
に
積
極
的
に
勧
誘
す
る
よ
う
依

頼
し
て
い
る
」（
10
・
６
％
）
の
順
と
な
っ

て
い
る
。（
図

－

19
）

（図－14）

（図―16）

（図－17）

（図－18）

（図－15）

0 10 20 30 40

無回答

31人以上

21～30人

11～20人

6 ～10人

3 ～ 5 人

1 ～ 2 人

0 人

6.2

15.1

5.0

10.6

14.6

14.5

25.5

8.5

0 10 20 30 40 50 60 70

無回答

その他

昔のことなのでよくわからない

会計処理上の負担（決算関係書類作成等）

労働保険・社会保険への加入手続き

法務局への登記

理事・監事など組合役員の選出

議事録作成

創立総会の開催の手続き

事業計画・収支予算の作成

定款など組織の運営規程の作成

組合員の募集や確保

発起人 4人以上の要件

3.8

61.2

13.8

16.0

16.3

15.5

14.1

14.2

14.3

15.6

13.4

15.0

14.3

無回答 4.9％

特にない
26.5％

経営戦略・ビジョンの策定
13.8％

その他
2.9％

組合員間の
コミュニケーションの

場の強化
49.7％

後継者（青年部）
研修会の充実

31.0％

無回答 4.1％

消極的である
30.7％

どちらとも
いえない
34.0％

やや消極的である
10.9％

やや積極的に
行っている
15.8％

積極的に行っている
4.5％

0 10 20 30 40 50 60 7

無回答

実施したい事業はない

その他

製品・技術等の研究開発

組合員・従業員の福利厚生

事業資金の貸付

施設・整備の設置・利用

組合員事務の代行

従業員の教育・訓練

組合員事業に関する調査研究

情報の収集及び提供

取引先等の団体協約の締結

市場調査・販路開拓

共同受注（あっせん含む）

共同販売

仕入代金の代行払精算

共同保管・運送

共同購買・仕入

機械設備等リース・レンタル

共同生産・共同加工

組合員事業に関する共同計算

9.6

18.9

3.2

30.2

12.7

52.7

3.4

3.7

2.1

3.2

1.6

23.8

8.9

16.0

5.8

7.0

7.0

7.0

6.6

6.4

18.4

0 10 20 30 40 50 60

無回答

特に行っていない

その他

業界紙やタウン紙などに広告を掲載している

創業希望者が集まる会合等で周知している

組合員に積極的に勧誘するよう依頼している

事務局が積極的に勧誘している

組合役員が積極的に勧誘している

1.4

1.3

0.3

10.6

16.8

7.9

6.2

55.5

（図－19）
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（
１
） 
組
合
へ
の
加
入
理
由

　

組
合
へ
の
加
入
理
由
は
、「
組
合
に
加

入
し
て
い
る
こ
と
の
信
用
力
の
取
得
」

（
77
・
１
％
）が
最
も
多
く
、次
い
で
「
技

術
・
市
場
等
の
情
報
交
換
・
交
流
・
提

携
」（
61
・
４
％
）、「
共
同
事
業
へ
の
参

加
」（
58
・
５
％
）
の
順
と
な
っ
て
い
る
。

（
図

－

20
）

（
２
） 

共
同
事
業
の
魅
力

　

共
同
事
業
の
魅
力
は
、「
経
営
資
源
の

相
互
補
完
に
よ
る
経
営
体
質
や
経
営
基

盤
の
強
化
」（
18
・
４
％
）
が
最
も
多

い
が
、
上
位
は
拮
抗
し
て
お
り
、
僅
差

で
「
相
互
連
携
に
よ
る
事
業
リ
ス
ク
の

（
４
） 

組
合
を
知
っ
た
き
っ
か
け

　
　

（
新
規
加
入
の
経
緯
先
）

　

組
合
を
知
っ
た
き
っ
か
け
（
新
規
加

入
の
経
緯
先
）
は
、「
組
合
の
役
員
・

事
務
局
」（
52
・
９
％
）
が
最
も
多
く
、

次
い
で
「
同
業
者
の
口
コ
ミ
」（
32
・

９
％
）
と
な
っ
て
い
る
。（
図

－

23
）

適
正
な
分
散
と
軽
減
」（
17
・
６
％
）、

「
施
設
な
ど
の
共
同
化
に
よ
る
ス
ケ
ー

ル
メ
リ
ッ
ト
に
よ
る
経
営
効
率
化
」

（
17
・
５
％
）
の
順
と
な
っ
て
い
る
。

（
図

－

21
）

（
３
） 

組
合
の
信
用
力

　

組
合
の
信
用
力
は
、「
社
会
的
信
用

の
付
与
」（
68
・
３
％
）
が
最
も
多
く
、

次
い
で
「
多
数
企
業
、
有
力
企
業
が
加

入
し
て
い
る
」（
31
・
８
％
）、「
取
引
先

の
顧
客
の
開
拓
・
確
保
」（
28
・
２
％
）、

「
歴
史
・
蓄
積
」（
16
・
８
％
）
の
順
と

な
っ
て
い
る
。（
図

－

22
）

（
５
） 

共
同
事
業
以
外
の
メ
リ
ッ
ト
・

理
由

　

共
同
事
業
以
外
の
メ
リ
ッ
ト
・
理
由

は
、「
技
術
・
市
場
等
の
情
報
交
換
・

交
流
・
提
携
」（
63
・
８
％
）
が
最
も
多

く
、
次
い
で
「
信
用
力
の
取
得
」（
27
・

８
％
）、「
新
技
術
・
新
商
品
・
ノ
ウ
ハ

ウ
等
の
導
入
・
取
得
」（
25
・
６
％
）、

「
各
種
施
策
の
利
用
」（
23
・
９
％
）、

「
地
域
貢
献
・
社
会
貢
献
」（
20
・
７
％
）

の
順
と
な
っ
て
い
る
。（
図

－

24
）

（
６
） 

加
入
時
か
ら
比
較
す
る
組
合
へ

の
期
待
満
足
度

　

加
入
時
か
ら
比
較
す
る
組
合
へ
の
期

待
満
足
度
は
、「
や
や
満
足
」（
45
・
６
％
）

が
最
も
多
く
、
次
い
で
「
ど
ち
ら
と
も

い
え
な
い
」（
25
・
８
％
）、「
と
て
も
満

0 10 20 30 40 50 60 70 80

無回答

その他

新技術・新商品・ノウハウ等の導入・取得

各種施策の利用

技術・市場等の情報交換・交流・提携

非共同事業への参加

組合に加入していることの信用力の取得

共同事業への参加

0.0

61.4

2.9

58.5

77.1

23.7

22.6

5.9

その他

資金調達力の改善・強化

施設などの共同化による
スケールメリットによる経営効率化

相互連携による事業リスクの適正な分散と軽減

経営資源の相互補完による経営体質や経営基盤の強化

3.5

3.5

0 10 20 30 40 50 60

17.6

18.4

17.5

0 10 20 30 40 50 60

無回答

その他

民間の研究機関

国・公設試験研究機関

自治体

教育機関（大学、高等専門学校等）

中小企業支援機関

中小企業団体中央会

税理士

同業者の口コミ

組合の役員・事務局

13.4

0.2

0.4

3.4

0.0

2.9

0.9

32.9

52.9

8.2

8.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80

　無回答

多数企業、有力企業が加入している

先達等の業績

歴史・蓄積

法人格があること

認可法人である

組織金融等による資金の調達

社会的信用の付与

取引先の顧客の開拓・確保

1.1

31.8

10.8

28.2

13.3

5.7

16.8

12.9

68.3

（図－20）

（図－21）

（図－23） （図－22）

0 10 20 30 40 50 60 70

無回答

あまりメリットはない

その他

地域貢献・社会貢献

マーケティングへの取組み

環境・労働問題への取組み

販路開拓

人材活用・育成への取組み

事業承継への取組み

取引交渉力の強化

各種施策の利用

信用力の取得

立地集積の効果の取得

新技術・新商品・ノウハウ等の導入・取得

技術・市場等の情報交換・交流・提携

2.5

4.7

2.3

20.7

11.4

25.6

27.8

23.9

8.4

8.1

16.6

7.2

5.6

63.8

5.2

（図－24）

４

組
合
員
企
業
調
査
結
果



11

足
」（
21
・
２
％
）
の
順
と
な
っ
て
い
る
。

（
図

－

25
）

（
７
） 組
合
に
希
望
す
る
情
報
提
供
内
容

　

組
合
に
希
望
す
る
情
報
提
供
内
容

を
み
て
み
る
と
、「
人
材
活
用
・
育
成
」

（
28
・
８
％
）
が
最
も
多
く
、
次
い
で

「
新
た
な
ノ
ウ
ハ
ウ
・
技
術
の
導
入
」

（
17
・
７
％
）、「
環
境
・
安
全
問
題
」

（
14
・
０
％
）
の
順
と
な
っ
て
い
る
。

（
図

－

26
）

無回答 3.0％

どちらとも
いえない
25.8％

やや不満 3.5％
とても不満 0.9％

やや満足
45.6％

とても満足
21.2％

（図－25）

0 10 20 30 40

その他

資金繰り

マーケティング

事業転換、新分野・新事業の展開

新たなノウハウ・技術の導入

新製品・新商品・新サービス開発

環境・安全問題

販路開拓

人材活用・育成

事業承継

10.2

4.3

6.9

12.5

14.0

11.6

10.3

17.7

9.0

28.8

（図－26）

５

最
後
に

　

調
査
結
果
か
ら
は
、
組
合
、
組
合
員

企
業
と
も
に
情
報
の
収
集
・
提
供
を
望

む
声
が
多
く
寄
せ
ら
れ
た
。
ま
た
、
組

合
員
ニ
ー
ズ
を
反
映
し
た
組
合
事
業
の

見
直
し
、
新
規
組
合
員
の
加
入
促
進
等

さ
ま
ざ
ま
な
課
題
が
あ
る
こ
と
が
わ

か
っ
た
。
こ
の
よ
う
な
課
題
を
踏
ま
え

た
①
共
同
事
業
に
よ
る
生
産
性
の
向
上
、

②
取
引
力
（
価
格
転
嫁
力
）
の
強
化
、

③
地
域
人
材
の
確
保
と
供
給
に
向
け
た

組
合
の
活
性
化
を
図
る
た
め
の
新
た
な

展
開
等
に
つ
い
て
は
、
今
後
と
り
ま
と

め
る
報
告
書
を
参
考
に
し
て
い
た
だ
き

た
い
。

〈実地調査結果〉


